






 

 



 

令和６年度予算編成方針 
 
 

 

１．経済状況と国の動向 
 

9 月 26 日に発表された「月例経済報告（令和 5 年 9 月）」によれば、「景気は、緩

やかに回復している。先行きについては、雇用・所得環境が改善する下で、各種政策

の効果もあって、緩やかな回復が続くことが期待される。」との判断がある一方で、

「世界的な金融引締め等を背景とした海外景気の下振れが我が国の景気を下押しす

るリスクとなっている。また、物価上昇、金融資本市場の変動等の影響に十分注意す

る必要がある。」と指摘し、今後の景気に対するリスクについて、警戒感も示されて

いる。 

また、政府は、6 月 16 日に閣議決定した「経済財政運営と改革の基本方針 2023」に

おいて、日本経済はコロナ禍から経済社会活動の正常化が進み、緩やかに回復してお

り、令和 6 年度予算編成にあたっては、本格的な経済回復、新たな経済成長の軌道に

乗せていくため、構造的賃上げの実現や、官民連携による投資の拡大、少子化対策・こ

ども政策の抜本強化を含めた、新しい資本主義の加速等、重要政策課題に必要な予算

措置を講ずるとしている。 
本市においても、このような国の動向を踏まえ、景気回復の傾向を維持し、市民の安

全・安心な暮らしを基本として、将来を見据えた本市の持続的な成長につながる施策

について、予算に反映させていく必要がある。 
 

２．本市の財政状況と今後の収支見通し 

 

（１）本市の財政状況 

  本市の財政状況は、令和 4 年度決算において、財政構造の弾力性を示す「経常収支

比率」は、普通交付税と臨時財政対策債が減少したことにより、前年度の 84.7％から

4.3 ポイント減の 89.0％となった。一方で、歳入の根幹である市税収入は過去最高額

となり、地方公共団体の財政力を示す「財政力指数」は、指標となる 3 カ年平均では、

0.95 と 0.02 ポイント下がったものの、単年度の数値では回復の兆しが見える。また、

大規模災害の発生等、不測の事態に備えるための財政調整基金については、令和 4 年

度末残高が 30 億 5 千万円となり、令和 5 年度末には目標としていた標準財政規模の

10％を達成する見込みである。市債等将来返済しなければならない負債の、標準財政

規模に占める割合である将来負担比率についても、前年度より 6.6 ポイント改善し、

78.7％となった。 
なお、令和 5 年度は、大谷地区中心施設の竣工等が予定されているものの、「テク

ノパーク小山南部造成事業」において、事業完了に伴い、残債を繰上償還したことか

ら、令和 4 年度末より市債残高は一時的に減少する見込みである。しかしながら、小

山広域保健衛生組合の「第 2 期エネルギー回収推進施設工事」が本格化することによ

り、構成自治体の中で負担割合の高い小山市の将来負担比率は、令和 6 年度以降、一

時的に悪化するものと見込んでいる。 
 
 



 

（２）今後の収支見通し 

  令和 6 年度歳入のうち市税収入については、コロナ禍による景気の落ち込みから

回復傾向にあるものの、エネルギー価格や物価高騰の影響が懸念されることから、令

和 5 年度当初予算と同程度の 290 億円台になるものと見込んでいる。ただし、今後

も、不安定な世界情勢等から、景気への影響は不透明な状況であり、その金額を下回

るリスクをはらんでいる。 
  また、地方消費税交付金は、景気の動向等を踏まえると緩やかな増加傾向にあるも

のの、地方交付税及びその他の国からの交付金については、景気動向や市税収入等と

連動することから、増減はあるものの、全体としては大幅な変動は少ないと見込まれ

る。 
  一方、歳出については、国の少子化傾向の反転に向けたこども・子育て政策の抜本

強化や、高齢化の進展等に伴い、特別会計への繰出金を含めた社会保障関連経費が引

き続き増加するとともに、豊穂川流域等排水強化対策や粟宮新都心第一土地区画整理

事業、城山町三丁目第二地区市街地再開発事業等の普通建設事業、2050 年のカーボ

ンニュートラル実現に向けた対応、老朽化が進む公共施設の長寿命化や緊急修繕への

適切な対応等、歳出全般に渡り経費の増加が見込まれている。  
  このため、令和 6 年度においても、歳出が歳入を上回ると見込まれる中での予算編

成となることから、本市の財政力に相応しい健全で持続可能な財政運営を進めていく

ためにも、既存事業の見直し・再構築を含め、効率的・効果的な運営に努めなければ

ならない。 
 

３．基本方針 

持続可能な本市財政の実現に向けて、第 8 次小山市総合計画を着実に推進すると

ともに、全職員が、従来の縦割り意識から脱却し、部局を横断して情報の共有に努

め、全体を最適化する観点から事務事業の現状を見直していくことが重要である。 

小山市市制 70 周年の節目となる令和 6 年度予算編成を進めるにあたっては、次に

示す「重点項目」を踏まえ、各部局で議論し、出来得る限り予算要求に反映するもの

とする。 
 
《重点項目》 

（１）市民が主人公の市政運営の推進 

令和 5 年度も市民参加型のまちづくりの取組として、市民と市長が意見交換を行

う市民フォーラムを、「2054 年の小山市を語ろう」をテーマに実施したところであ

る。市民フォーラムで提起された意見はもとより、あらゆる機会で得られた市民の

意見については、施策・事業への反映について検討すること。 
 

（２）「田園環境都市おやま」の構築に向けた取組 

30 年後の「田園環境都市おやま」の未来像を描く「田園環境都市おやまビジョン」

は、市域全体で総合的に持続可能なまちづくりを考えていくために、田園部と都市

部や、市民の暮らしの価値観と行政の計画、縦割りで策定・実施していた個別の計

画・事業等、さまざまな「関係性」を結び直す役割を担うものとして、令和 4 年度

から 3 カ年をかけて検討を進めている。事業の組み立てにあたっては、同ビジョン

の実現に向けた内容とすること。 
 



 

（３）エネルギー価格や物価高騰等の影響への対応 

新型コロナウイルス感染症の 5 類移行により、経済活動の制限はほぼ無くなり、

景気も緩やかな回復傾向を示しているが、ロシアによるウクライナ侵攻は、いまだ

終戦の見通しが立たず、今後も、エネルギー価格や物価高騰の状況は不透明なまま

である。このような状況に柔軟に対応するため、国や物価・経済の動向を見極めな

がら、効果的な取組について検討を進めること。 

 
（４）公共施設等の整備及び維持修繕の計画的な実施 

  公共施設等の整備にあたっては、今後の需要及び投資効果等を検証するとともに、

本市の将来負担の現状や維持管理費等の後年度の財政負担も考慮したうえで、計画

的に進めること。また、既存施設の維持補修については、「公共施設等総合管理計

画」等に基づき、必要な点検及び改修を実施するとともに、施設の存続の必要性等

を含む今後のあり方について、社会経済情勢の変化等を踏まえた検討を行うこと。 

 

（５）「ゼロカーボンシティ」「ネイチャーポジティブ」実現に向けた取組 

  10 月 1 日に宣言した、2050 年までに温室効果ガスの排出量実質ゼロを目指す

「ゼロカーボンシティ」と、2030 年までに今の自然の損失をポジティブに変換さ

せ、2050 年までに自然と共生する社会を目指す「ネイチャーポジティブ」の実現

に向けて、脱炭素移行や、小山市の豊かな環境を次世代に継承するための取組につ

いて検討すること。 

 
 （６）少子化対策の抜本強化 

国全体の課題である、急速な少子化・人口減少に歯止めをかけるため、国のこど

も・子育て政策の抜本強化に呼応するとともに、「出会い」から「結婚」、「妊娠」「出

産」「子育て」まで切れ目のない継続的な支援のため、保育所や学童保育等、保育施

設の充分な確保のほか、ハード・ソフト両面での、安全・安心な子育てしやすい環

境づくりについて検討すること。 
 

４．予算編成における留意事項 

 

  ３．基本方針に掲げる重点項目に取り組むとともに、次の点に留意し、予算編成に

取り組むものとする。 

 

（１）基本的事項 

 ①歳入に見合った予算編成と的確な年間予算額の算定 

  「歳入あっての歳出」であることに留意すること。 
また、歳入・歳出とも、データ等根拠に基づき的確に把握し、過大過少とならな

いよう十分精査し、年間予算を算定すること。特に例年、多額の不用額が発生して

いる事業にあっては、事業自体のあり方を見直す等、精査を徹底すること。 
 ②全ての事業の見直し 

   全ての事業について、例外を設けずゼロベースで見直すこと。事業の意義が現状

と合致しているか、効果が希薄であるにも関わらず慣例的に継続している事業はな

いか、他の所属と似たような事業を実施していないか等、十分検討すること。 
 



 

 ③各部要求上限額の設定 

   優先課題や過去の執行率等に基づき、各部の要求上限額を設定する。各部におい

ては、事務要領を遵守し、要求上限額の範囲内に収めて予算要求するよう、部内で

十分に検討すること。 
 

（２）歳入に関する事項 

①収納率の向上及び受益者負担の公平性の確保 

市税収入については、納税環境の充実を図るとともに、公平・適正な賦課のもと、

収入未済額の圧縮に努め、収納率向上に積極的に取り組むこと。 
また、税外収入についても、受益者負担の公平性の観点から、債権の適正な管理

を行い、収入未済額を解消し、不納欠損を生じさせないこと。 
 ②補助制度の活用 

   国・県のみならず関係団体の補助制度の動向を十分注視し、活用可能な制度につ

いては積極的に予算に反映すること。 
  ただし、補助制度の活用により、結果として後年度の財政負担を伴うものについ

ては慎重に対応すること。また、補助事業終了に伴う市単独事業への切り換えは、

事業の意義について改めて検討を行うこと。 
③あらゆる手法を活用した財源の確保 

   民間とタイアップ可能な事業については、寄付や協賛等の協力を得るとともに、

企業版ふるさと納税を始めとするあらゆる手法を活用し、財源の確保を図ること。 
 
（３）歳出に関する事項 

①新規事業の設定及び既存事業の拡充 

  新規事業の設定及び既存事業の拡充を図る場合は、事業の必要性及び有効性等に

ついて、客観的なデータ等を活用し検証を行い、費用対効果を明らかにするととも

に、後年度の財政負担についても説明すること。特に新規事業の場合は既存事業の

見直し（スクラップ・アンド・ビルド）を原則とすること。 

②事業の優先度の設定 

市民の安全・安心な暮らしを守るため、事業の明確な目標を定めるとともに、

事業継続の可否や再構築の可能性も含め、その効果・有用性について必ず検証を

行い、緊急性や安全性の観点から事業の優先度や進度調整を適切に設定した上

で、真に必要な事業に財源を集中すること。 

③社会保障関連経費の抑制 

  歳出の約 3 割を占める特別会計への繰出金を含めた社会保障関連経費について

は、制度改正の動向や他市の状況等を踏まえ、所要額を適正に見積もるとともに、

特に市単独事業については、他市の水準等も勘案し、改めて目的及び効果等を検証

し、給付水準及び助成対象等の見直しを行うこと。 

④特別会計・企業会計・出資法人等に対する支出金の抑制 

   特別会計・企業会計においては、一層の経営の効率化・合理化を図り、一般会計

からの繰入金・負担金の圧縮を図ること。 
   出資法人等については、財政支援を前提とするのではなく、自立的な経営基盤を

確立するよう促すこと。 



 
 

 
 

  
  

 
 



第３７回 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

日時 

会場 

令和 

5 年 10 月 22 日 日 

小山市健康医療介護総合支援センター 
（健康の森さくら）小山市神鳥谷 2251－7 

主催：小山市・健康都市おやまフェスティバル実行委員会 

問い合わせ先：小山市役所健康増進課 TEL：０２８５－２２－９５２６ 

健康都市おやま 

午前９：００から 

午後３：００まで 

開運小山 
健康マイレージ 

対象事業 

健康づくりの 

マスコットキャラクターＰちゃん 

●要事前予約● 

口腔がん検診 ・ 無料フッ素塗布 

 

 

 

 

●当日参加 OK！！● 

市民公開講座・キッズフェスティバル・まちの保健室・お薬相談・

歯科相談・健康度測定・骨密度測定ｺｰﾅｰ・食生活改善ｺｰﾅｰ・ 

その他各種相談、展示など 

後援：朝日新聞宇都宮総局・産経新聞社宇都宮支局・東京新聞・毎日新聞宇都宮支局・読売新聞宇都宮支局 

㈱下野新聞社・NHK 宇都宮放送局・㈱エフエム栃木・㈱栃木放送・㈱とちぎテレビ・テレビ小山放送㈱・FM おーらじ（順不同） 

第 37 回 

健康のためのイベントが盛りだくさんです 

この機会にご家族そろって楽しみながら 

「健康づくり」について考えてみませんか 

フェスティバル

小山市民 
元気あっぷ 
体操１５周年 
記念大体操会 

 

駐車場には限りがありますのでなるべく

公共交通機関でお越しください 

※荒天中止 























 

 

午前９時３０分～午後４時 

 

 

 

  

第８回 中央図書館まつり 
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